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一 関 市



出生率の低下などを背景に、日本は世界に類を見ない人口減少社会に突入してお

り、急激な人口減少は経済・福祉・教育など様々な分野への社会的影響が懸念され

ており、特にも地方においては、この傾向が強くみられ、当市でも地域コミュニテ

ィの維持等に強い危機感をもっております。 

こうした中で、生活圏、通勤・通学圏、医療圏、歴史・文化圏などを同一とする

一関を中心とした宮城県栗原市、登米市、岩手県平泉町の４市町は、県境を意識し

ない新たな連携に取り組んでおります。 

当市は、昨年度、県内で初めてバイオマス産業都市に選定され、また、当地方の

「もち食文化」が「食と農の景勝地」の認定を受けるなど、これまでの取組が、さ

まざまな形で芽を出してきております。 

今後、世界農業遺産への登録、国際リニアコライダー（ＩＬＣ）誘致の実現など

が見込まれており、平泉の世界文化遺産と併せ、この一関・平泉を中心としたエリ

アは、世界に誇れる多くの財産が集うエリアとなります。 

このような中、「ＩＬＣを基軸としたまちづくり」「資源・エネルギー循環型の

まちづくり」「世界の財産を生かすまちづくり」を目指すとともに、人口減少対策

など直面する市政課題の解決に向けて、「まち・ひと・しごとの創生」に、これま

で以上に力を入れて取り組んでいるところであります。 

今後、合併算定替の終了に伴う普通交付税の段階的な縮減により、当市の財政状

況は一層厳しさを増すものと見込んでおりますが、市民との協働を基本とした市政

運営に努めるとともに、「中東北」の拠点都市一関の形成に向けて引き続き取り組

んで参りますので、県におかれましても、当市の課題解決に向け、積極的なご支援・

ご協力を賜りますよう要望します。 

 

 

 

 

岩 手 県 知 事  達 増 拓 也 様 

一関市議会議長  千 葉 大 作  

一 関 市 長  勝 部   修  

平成29 年７月12 日 
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２ まち・ひと・しごとの創生に向けた支援について 

（１） 若者の地元就職と離職防止対策について 

一関公共職業安定所管内の有効求人倍率は、平成 29 年（2017 年）

４月現在 1.12 倍と、平成 28 年（2016 年）５月以降、1 倍台で推移

しております。 

 一方、当市の新規高卒者就職内定状況は、平成 29 年（2017 年）３

月末で就職内定率 100％を達成したものの、約５割が市外へ就職して

おり、また、新規高卒者の離職状況は、平成 25 年（2013 年）３月卒

業者の３年以内の離職率が、全国平均を上回っており、若者の地元

就職及び職場定着が図られていない状況にあります。 

このことは、地域企業の経営面からも大きな課題となっていると

ともに、若者が市外に流出する要因の一つになっております。 

 ついては、雇用のミスマッチ解消、若者の地元就職と職場定着を

図るため、次の事項について要望します。 

記 

１ 「ジョブカフェ一関」の機能拡充と「ジョブカフェいわて」と

の連携強化 

２ 高校生の保護者を対象とした地元企業の魅力を伝える施策の充実 

３ 高校生と企業との情報交換会など、市等が実施する若者の地元

就職及び離職防止対策への支援 
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（２）看護師、介護職員等の医療・介護人材確保対策の充実に

ついて 

団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年（2025 年）には、当市の

高齢化率は 38.8 パーセントとなり、今後、医療ニーズの高い高齢者

や重度の要介護者の増加が見込まれております。 

このため、当市では、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続け

ることができるよう、地域包括ケアシステムの構築に向けて、医療・

介護人材の確保に努めているところです。（※） 

ついては、次の事項について国に対し働きかけるよう要望します。 

記 

１ 看護師、介護職員等の処遇や労働環境の改善、キャリアアップ

や潜在有資格者の再就職支援、福祉・介護職場のイメージアップ

など、医療・介護人材の確保、定着に向けた施策のさらなる充実 

２ 医療・介護人材確保対策への財政支援措置の充実    
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（４）デマンド型乗合タクシー運行に係る支援制度の拡充に 

ついて 

当市においては、地域内の交流を促進するとともに、交通弱者の

生活の足を確保するため、市営バスの運行やタクシー業協同組合等

が運行するデマンド型乗合タクシーへの支援に取り組んでいるとこ

ろであります。 

 このような中で、定期バス路線の維持、確保に努めてはいるもの

の、人口減少などにより、今後さらなる定期バス路線の縮小等も見

込まれる中、デマンド型乗合タクシーは、市域が広く県内他市と比

較し、市道延長が特に長いことなど、当市の地理的、地形的条件を

考えると、代替の交通施策として有効な手段と考えております。 

しかしながら運営は経費的に厳しく、市の財政負担も大きくなっ

てきております。 

 県においては、地域公共交通活性化推進事業費補助金等により、

市町村を支援していただいておりますが、デマンド型乗合タクシー

については、補助対象経費が導入に係る費用及び導入初年度の周知

等に係る費用に限定されているところであります。 

ついては、デマンド型乗合タクシーを将来にわたって安定的に運

行し、住民の日常生活に必要な移動手段を確保するため、地域公共

交通活性化推進事業費補助金等の補助支援制度の拡充によるデマン

ド型乗合タクシーの初年度以降の運行費用への助成について要望し

ます。 

 

 

資料集：Ｐ20～25 
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３ 東日本大震災からの復興支援等に資する幹線道路網の整備

について 

当市は、隣接する陸前高田市と宮城県気仙沼市への後方支援を継

続しており、また、復旧復興に向け、工事関係車両やボランティア

等の支援車両が、高速交通の要衝である当市を経由して被災地に向

かっております。 

さらに、復興の先を見据え、新たな沿岸部のまちづくりに必要と

なる地域産業の再生と発展を力強く支援するため、沿岸と内陸の主

要な物流拠点及び「平泉の世界文化遺産」、「三陸復興国立公園」

といった観光拠点を結ぶ所要時間の短縮はもとより、将来に向けた

安全安心なルートの確立は急務となっております。 

特にも、国道 343 号の笹ノ田峠は、急勾配や急カーブ、冬期間の

路面凍結、また平成 27 年度（2015 年度）には土砂災害により長期間

の車両通行止めになるなど交通に支障をきたし、安心して安全に通

行できる新笹ノ田トンネルの整備が強く望まれております。 

平成 26 年（2014 年）には一関市内のみならず、陸前高田市をはじ

めとする沿岸地域住民のみなさんからも合わせて９万人を超える署

名が集まり、国及び県に対し要望しております。 

また、たび重なる災害の経験から、県境を越えた防災連携の重要

性は非常に高くなっており、災害時のライフラインを確保するため

の緊急輸送道路として、災害に強い道路や橋梁の整備が重要であり

ます。 

ついては、長期間に及ぶ被災地復興や隣接市町村との県際連携を

進めていくため、広域的なネットワーク機能を果たす幹線道路網の
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地

継続と強化

差点までの

国道４号

6 号：藤沢町

進 

整備 

地区まで

化 

の都市計画

：大槻交差

町内のＴ字路

のル

画決

差点付近 

 

路交差点



 

  

（7）

  

  

（8）

  

（9）

  

（10

  

(1

  

(12

 

② 泉
いずみ

） 主要

① 新
しん

柵
さ

② 都市

業化 

） 主要

① 柴
しば

宿
じ

） 主要

① 北上
きたか

0） 主要

① 弥栄
やさか

1)  主要

① 津谷
つ や

2)  一般

① 磐
いわ

井
い

山
みやま

バス停

要地方道一

柵
く

の瀬
せ

橋
ばし

の

市計画道路

要地方道一

宿
じゅく

から摺
すり

要地方道花

上
かみ

川橋
がわばし

の拡

要地方道弥

栄
かえ

地区から

要地方道本

谷川
が わ

本 宿
もとしゅく

般県道一関

井橋
い ば し

の歩道

資料

停から三島
み し ま

一関北上線

の整備促進

路山目
やまのめ

駅
えき

一関大東線

摺沢
りさわ

までの

花泉藤沢線

拡幅整備及

弥栄金成線

ら金沢地区

本吉室根線

宿
く

地区の改

関平泉線

道拡幅整備

料集：Ｐ26～

11 

島
ま

神社
じんじゃ

まで

線 

進 

駅前
まえ

釣山
つりやま

線
せん

線 

の抜本的な

線 

及び歩道

線 

区までの

線 

改良整備

備 

～28 

での急勾配

線
ん

の事業認

な改良整備

設置 

抜本的な

一般県道

配・急カー

認可区間以

備 

な改良整備

一関平泉線

ーブの解

以北の早期

備 

線：磐井橋の

 

消 

期事

 
の歩道 



 

４ 

 近

の危

では

抜本

ま

４月

じた

制を

現

国が

は、

つ

で災

り組

１ 

 

 

 

 

 

 

 

一級河川

近年、局地

危険性が非

は砂鉄川の

本的かつ恒

また、たび

月に「洪水

た水防体制

を強化して

現在、北上

が治水対策

国の進捗

ついては、

災害に強い

組むよう要

砂鉄
さ て つ

川の

床上浸

平成 25 年

川の河川

地的集中豪

非常に高く

の急激な増

恒久的な対

び重なる災

水危険河川

制や避難基

ているとこ

上川上流狭

策を進めて

捗状況に併

市民の生

いまちづ

要望します

の治水対策

浸水被害の片

年 7月 26

川改修事業

豪雨が多発

くなってお

増水によ

対応が必要

災害の経験

川の監視

基準を整

ころであ

狭隘地区

ておりま

併せた計画

生命と財

くりを進

す。 

策の促進

片付け 

日からの豪

12 

業の促進

発し、急激

おり、平成

る甚大な

要となっ

験から、

視計画」を

整え、洪水

ります。

区や一関遊

すが、県

画的な整

財産を守り

進めるため

記 

豪雨被害（砂

冠

進について

激な水位の

成 25 年

な被害が発

ておりま

当市では

を策定し、

水の危険性

 

遊水地等国

県管理河川

整備が必要

、浸水被

め、次の事

砂鉄川洪水

冠水によりガ

て 

の上昇によ

（2013 年）

発生するな

ます。 

は平成 26 年

河川の水

性のある河

国直轄管理

川等の整備

要です。 

被害のない

事項につい

水 東山町松

ガードレール

よる浸水被

）７月の豪

など、早期

年（2014

水位上昇

河川の監視

理区間で

備・改修

い、安全安

いて早期

松川地区）

ルが流された

被害

豪雨

期の

4 年）

に応

視体

は、

など

安心

に取

 

た市道 



 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

５ 

 

 

 

 

 

 

北上川狭

黄海
き の み

川堤

滝沢
たきざわ

川排

夏
なつ

川
かわ

改修

地元水防

平成

平成

道路

狭隘部の治

堤防の改修

排水機場の

修事業の県

防団による

成 19 年９月

成 19 年９月

路冠水と床下

治水対策に

修 

の整備 

県営ほ場整

水防活動 

月秋雨豪雨被

月秋雨豪雨被

下浸水 

13 

に併せた

整備事業

被害（金流

被害（黄海

金流
きんりゅう

川の

に併せた

流川洪水 花

海川洪水 藤

地元水防団

の治水対策

た事業促進

資

花泉町老松

増水した金

藤沢町黄海

団及び住民

策の促進 

進 

資料集：Ｐ29

松地区） 

金流川 

海地区） 

による水防

9～34 

防活動 
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５ 両磐保健医療圏内の地域医療体制の充実について 
（１）県立病院医療体制の充実について 

県立磐井、千厩、大東、南光の各病院は、地域医療の中心的役割

を担っておりますが、医師不足が深刻化し、地域住民の生命と健康

を守る上で適正な医療の確保が著しく困難な状況にあります。 

ついては、県立病院医療体制の充実について、特段の措置を講じ

るよう次の事項について要望します。 

記 

１ 磐井病院 

（1）耳鼻いんこう科への常勤医師の配置 

（2）小児科、産婦人科、呼吸器科及び形成外科への常勤医師の増員 

２ 千厩病院 

（1）循環器科、小児科、皮膚科、泌尿器科、眼科及び神経内科への

常勤医師の配置 

（2）総合診療内科、消化器内科及び整形外科への常勤医師の増員 

３ 大東病院 

（1）神経内科及び整形外科への常勤医師の配置 

４ 南光病院 

（1）精神科への中堅常勤医師の増員、特にも児童青年精神科への常

勤医師の配置 

（2）臨床心理士の増員 

（3）医療社会事業士（精神保健福祉士）の増員 

 

 
資料集：Ｐ35～36 



 

 

  
 

磐井

千厩

井病院待合

厩病院診察風

 

磐井

合室 

風景 

15 

井病院 南光

磐

光病院 

磐井病院ドク

大

クターヘリに

大東病院診察

による患者搬

察風景 

搬送
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（２）奨学金養成医師の適正な配置について 

平成 20 年度（2008 年度）に拡充した奨学金制度による養成医師の

県内医療機関への配置が平成 28 年度（2016 年度）から始められ、平

成 29 年度（2017 年度）は２名の医師が配置されたところであります

が、当圏域における医師の数は依然として不足しているところであ

ります。 

今後におきましても本制度により、深刻な医師不足と偏在の解消

を期待しているところであります。 

 ついては、次のとおり奨学金制度による養成医師の配置について

特段の措置を講じるよう要望します。 

記 

１ 地域による医師の偏在の解消 

２ 診療科による医師の偏在の解消 

３ 公的基幹病院のほか、その他の公的医療機関への継続的な必要

医師の配置        

資料集：37～40 



 

６ 

平

が行

化庁

係市

平

庭園

され

研究

ころ

平

専門

に推

つ

へ確

 

 

 

 

 

 

  

 

骨寺村荘

平成 21 年

行われた際

庁が拡張登

市町が一体

平成 24 年

園及び考古

れて以降は

究に集中的

ろです。 

平成 29 年

門家の意見

推薦書案を

ついては

確実に登録

    小区画

荘園遺跡

年（2009 年

際、骨寺村

登録へ向け

体となった

年（2012 年

古学的遺跡

は、県と関

的に取り組

年度（2017

見に基づき

を提出する

、これま

録されるよ

    画水田でのお

跡の世界遺

年）に「平

村荘園遺

け最大限

た取組が始

年）９月に

跡群－」

関係市町

組み、こ

年度）は、

き世界遺

る重要な年

での経緯

よう、国に

  お田植え体験

17 

遺産への

平泉の文化

遺跡などの

限の努力を

始まりま

に「平泉－

（拡張）

町で平泉文

れまで多

、これまで

遺産として

年となっ

緯も踏まえ

に対し働

験交流会 

の拡張登録

化遺産」の

の除外され

をすること

した。 

－仏国土

が世界遺

文化と個別

多くの研究

での調査研

ての推薦の

ています

え、骨寺村

きかける

録につい

の構成資産

れた資産に

ととして、

（浄土）

遺産暫定一

別資産の基

究成果を上

研究の成果

の判断を行

す。 

村荘園遺跡

よう要望

資料集

て 

産の絞り込

について

国・県

を表す建

一覧表に登

基礎的な調

上げてきた

果を踏ま

行い、文化

跡が世界遺

望します。

集：Ｐ41～4

込み

は文

・関

建築・

登載

調査

たと

え、

化庁

遺産

 

3 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

骨寺村

白山社及び

18 

村荘園中尊寺

び駒形根神社

寺米納め 

社の発掘現場場 
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７ 東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性物質汚染

対策について 

原発事故による放射性物質汚染は、当市の農林業に甚大な被害を

与えており、特にも原木しいたけは、産地崩壊の危機に直面してい

ます。 

また、稲わら、牧草、堆肥、ほだ木等の農林業系汚染廃棄物を大

量に抱えており、農林業のみならず、市民生活にも深刻な影響を及

ぼしかねない状況となっております。 

加えて、道路側溝土砂については、国の処理基準が未だ示されて

いないため、平成 23 年（2011 年）秋以降現在まで除去できず、市民

生活に支障をきたしており、さらに放射性物質汚染対処特措法に該

当しない汚染土砂の処理には、財政措置がなく、市内全域の処理が

できない状況にあります。 

 ついては、一日も早く正常な状況下での生産・流通に取り組める

よう、また、汚染土砂の市全域での処理を進められるよう、次の事

項について迅速かつ万全の措置を講ずるとともに、国並びに東京電

力に対し働きかけるよう要望します。 

記 

１ 原木しいたけ産地再生への支援 

 (1) 生産再開の妨げとなっている原木購入価格の高騰に対する

積極的な追加支援 

  (2) 来年以降の植菌作業に向けた、汚染されていない原木の確保

と早期納入実現への支援 
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 (3) 福島県で既に実施されている、しいたけ原木として利用でき

ない立木
りゅうぼく

等の財物に対する賠償実現に向けた支援 

２ 農林業系汚染廃棄物の早期処理への支援 

 (1) 農林業系汚染廃棄物の早期最終処分に向けた技術的・財政的

な支援 

 (2) 農林業系汚染廃棄物の保管の長期化に伴う一時保管施設の

維持補修助成など保管施設としての機能を保つための全面的

な支援 

 (3) 一時保管されているほだ木及び事故当時に汚染され保管し

ている乾しいたけの適切な処分に関する全面的な支援 

 (4) 放射性物質濃度が1キログラム当り8,000ベクレル以下の農

林業系汚染廃棄物の処理がすべて終了するまでの利用自粛牧

草等処理円滑化事業及び処理加速化事業の継続 

３ 牧草地の除染による再生促進 

 (1) 耕起不能牧草地の継続検査及び牛の飼料として利用してい

る畦畔草の利用自粛解除に向けた放射性物質検査の継続 

４ 山菜等の風評被害の防止と販売促進支援 

 (1) 産地直売関係者や消費者との食品の安全に関する情報の共

有による風評被害の防止及び積極的な販売促進の支援 

５ 損害賠償の迅速化 

 (1)  風評被害を含めた損害賠償請求を産地直売関係者などが迅

速かつ万全に行うための現地相談員の配置 

 (2) 未払いとなっている行政請求分の早期支払い 

(3) 損害賠償請求に要した事務経費の賠償対象経費への追加 



 

６ 

(

(2

 

 

 

 

 

 

側溝

側溝土砂

1)  放射

2) 汚染

 

 

 

ほだ場の土

汚染牧

溝に堆積した

砂の処理基

射性物質に

染土砂の処

土壌のサンプ

牧草一時保管

た土砂 

 

基準の提示

に汚染され

処理に対す

 
プル調査 

管施設 

側溝土砂の

（緊急対

21 

示と新た

れた側溝土

する財政的

の除去作業

対応分） 

一

な支援制

土砂の処理

的な支援

ほだ場周

一時保管し

制度の創設

理基準の速

辺に集積し

資料集

ているほだ

設 

速やかな

したほだ木 

集：Ｐ44～4

だ木の劣化状

提示 

49 

状況
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８ 水道事業統合後における財政支援について 

国は、簡易水道事業と水道事業の統合促進のため、平成 19 年度

（2007 年度）から簡易水道施設整備に係る国庫補助事業については、

原則として平成 29 年（2017 年）３月までの事業統合が条件とされた

ところです。 

当市では平成 29 年（2017 年）４月に事業統合したところですが、

独立採算を基本とした水道事業と、多くが条件不利地で主要財源を

国の財政支援や一般会計からの繰入に依存する簡易水道事業との統

合に伴い、水道事業の財政基盤が弱体化し、安定経営に支障を来た

すことが懸念されます。 

ついては、事業統合後の未普及地域への拡張事業及び施設等更新

事業について特段の措置を講じるよう、次の事項について国に対し

働きかけるよう要望します。 

記 

１ 水道未普及地域解消事業に対する国庫補助制度の拡充 

２ 過疎対策事業債及び辺地対策事業債の対象事業の拡充 

  

 

 

 

 

 

資料集：Ｐ50 
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９ 公立学校施設整備に対する財政支援の充実について 

公立学校施設整備に要する経費については、その一部を国が負

担・交付することにより、良好な教育環境の改善が図られておりま

す。 

近年、少子化が進む中で、学校統合に伴う新たな校舎建設や老朽化

に伴う改築、国のインフラ長寿命化基本計画を踏まえた長寿命化改

修など、校舎等整備事業を進める必要があります。 

しかしながら、自治体にとって計画的に学校施設の整備を進める

ためには、財源確保や利活用が見込めない廃校舎の解体が課題とな

っております。 

ついては、次の事項について国に対し働きかけるよう要望します。 

記 

１ 公立学校施設整備予算の十分な確保 

２ 工事費の実態にあった補助単価の引上げ 

３ 廃校舎解体の補助制度の創設 

 

 

 

 

 

 

 

資料集：Ｐ51～52 
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10 防災情報伝達の基盤の整備について 

（１）地デジ県内放送の受信困難世帯の解消等について 

当市では、県内の地上デジタル放送が全世帯で視聴可能になるよ

う国等による施策を活用し、中継所の整備、共同受信施設の新設な

どの対策を講じて参りましたが、受信困難世帯の解消には至らず、

約 50 世帯でワンセグ波によるテレビ視聴を余儀なくされており、良

好な受信環境の早期整備が望まれているところであります。 

また、市内の各テレビ共同受信組合の保有する施設においては、

回線設備などの老朽化が進む一方、施設の改修経費が高額のため、

施設改修ができない状況となっております。 

ついては、次の事項について国に対し働きかけるとともに、財政

支援制度を創設するよう要望します。 

記 

１ 受信困難世帯の解消に向けた抜本的な受信対策の検討 

２ テレビ共同受信施設の維持管理費及び老朽化に伴う施設改修費

に対する財政支援制度の創設 

 

 

 

 

 

 

 

資料集：Ｐ53～55 
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（２）防災行政無線屋外広報マスト増設における財政支援に 

ついて 

当市では、平成 24 年度（2012 年度）から平成 26 年度（2014 年度）

に防災行政無線施設をデジタル方式に整備し、市内一斉に情報を伝

達できるように整備を図ってきたところであります。 

しかし、市域が広範囲であることから、土砂災害等の発生危険地

域の一部に情報伝達ができない状況にあり、今後さらに屋外広報マ

ストの増設を余儀なくされております。 

ついては、防災行政無線屋外広報マスト増設の整備に対する国庫

補助制度の創設について国に対し働きかけるよう要望します。 
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